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· 出席者は記録者が印を付ける。
· 出席できなかったスタッフは、記録を読んでから欄に署名（捺印）する事
＜連絡事項＞

・準夜チーフ変更について

２／２（木）小向ＳＧＭ→上口ＪＧＭへ変更

・立ち入り検査について

３／５（月）に実施予定となっています。各自でカルテチェックなど早めに取り組むようにしましょう。

・インフルエンザ流行について

全国的にインフルエンザが流行しています。スタッフは感染の媒体とならないよう注意し、患者様の罹患を防止目的で手洗い・嗽を徹底して行う様に声掛けしましょう。

・緊急連絡網について

２月に緊急連絡網の実施をします。各自で緊急連絡網を確認しておいて下さい。また、事前に委員の中村ＣＷが手順について説明を行います。

・当直医のサインについて

病棟日誌の当直医のサインを貰い忘れないように周知しましょう。

・外線の使用について

外線を使用する際は、要件をまとめて手短に話しましょう。話が長くなる場合は１度切り、相手から掛け直して頂くようにしましょう。夜間は病院の電話の窓口となっていますので、緊急時の対応が遅れてしまう可能性もありますので注意しましょう。

・洗濯場業務について

月・水・金曜日に洗濯場業務が入っていますが、現在は洗濯物を各病棟に仕分けるのみで衣類は各病棟で畳んで頂く事としています。月・金曜日は１３時までに衣類が仕分けされていますので東病棟・南病棟へ運ぶだけとなっています。水曜日は東病棟・南病棟のスタッフに確認をしながら仕分け作業を行う事となります。

＜患者様連絡事項＞

・田名部　浩平様～感冒症状として咳嗽はないが鼻汁があるとの事で、１／２８（土）昼食後より小青竜湯３Ｐ　３×ｎｄＥ／３Ｔ（漢方製剤）が継続処方となっています。感冒症状の有無を確認しましょう。

・赤坂　順市様～内服薬の拒薬があった際の予測指示が、１／２８（土）～２／１１（土）までの２週間分が継続となっています。服薬時の確認を行いましょう。

・布施　邦雄様～本日、外泊訓練へ出掛けています。前回の外泊後に気分高揚さ等が見られていましたので、帰院後の精神症状の観察をこまめに行いましょう。また、間食の摂り過ぎで不調を訴える事もありましたので、嗜好品の持ち込み等の確認も行いましょう。以前の外泊にて危険物（果物ナイフ）を持ち帰ってくる事があったので父様が来院された際、服薬の説明と共に再度説明を行っています。今回は「部屋の本の整理をしてくる」と話していましたので、帰院した際は外泊時の様子について確認しましょう。

＜注目患者様ＮＣＰ評価・検討＞

・浅野　秀子様～日中の臥床目立つが、ＳＳＴは拒否なく穏やかに参加する事が出来ています。昨日の入浴の際は会話調の独語や落ち着きの無さが見られていましたが、泣き叫ぶ等の行動は見られていません。引き続き、精神症状の観察を行い周囲とのトラブル、錯乱状態による転倒等の怪我にも注意しましょう。

・菊地　明子様～本日、朝食は不食しているが昼食はレストランにて摂る事が出来ています。また、ＳＳＴにも参加する事が出来ています。引き続き、精神症状の観察を行い最低限の日課への取り組みを促しましょう。

１／２７（金）夕食後に１／２８（土）の朝食後薬を服用する事がありましたので、服薬の際は氏名と時間帯をきちんと確認しましょう。（Ｍ‐ＳＨＥＬＬ検討は後日実施します）

・稲垣　恵利子様～「荷物が届いていませんか？」「封筒が届いていませんか？」とスタッフに話す事があり、下階へ降りて行こうとする事もあります。ご家族が面会に来られていない為、小遣いを気にしている様子もありますので、ご家族へ連絡を取り面会を促しましょう。また、幻聴や妄想に左右された言動が見られた際は現実検討を行い都度説明し、所在確認をこまめに行いましょう。

・山田　隆雄様～洗面所にて髪を切っている事があり、床屋の利用を勧めています。担当スタッフと話し合い、２月の上旬に床屋へ行く予定としています。

・上村　みわ様～幻聴・妄想に左右された言動聞かれるも、離院行動なく経過しています。本日は臥床傾向あるも「寒いから布団に入っていた」と返答されています。引き続き、幻聴・妄想に左右された言動の有無を確認し、所在確認をこまめに行いましょう。

・岡田　石子様～本日、ＳＳＴへ参加中に不調の訴え聞かれ途中退席しています。バイタル異常は見られないが、トイレにて少量の嘔吐、排便あります。安静にして頂き、マスクの着用と水分補給を促しましょう。

＜ＷＩＺスケジュール管理・確認＞

・勤務が分かり次第、各自でＷＩＺ内のスケジュール登録を行いましょう。

精神保健と精神障害福祉について

中村　佐智子

【精神保健福祉法について】

１：法の内容

精神保健福祉法は、総則、精神保健福祉センター、地方精神保健福祉審議会及び精神医療審査会、精神保健指定医、登録研修機関及び精神科病院、医療及び保護、保健及び福祉、精神障害者社会復帰促進センター、雑則並びに罰則の９章から構成されている。

①目的

精神保健福祉法は、精神障害者の医療及び保護を行い、障害者自立支援法と相まってその社会復帰の促進及びその自立と社会経済活動への参加の促進のために必要な援助を行い、並びにその発生と予防その他国民の精神的健康の保持及び増進に努める事によって、精神障害者の福祉の増進及び国民の精神保健の向上を図る事を目的としている。

②対象

統合失調症、精神作用物質による急性中毒又はその依存症、知的障害、精神病質その他の精神疾患を有する者。

③精神保健福祉センター

都道府県は、精神保健の向上及び精神障害者の福祉の増進を図るため、精神障害に関する相談や知識の普及等を行う、精神保健福祉センターを設置する事とされている。

→各都道府県に１つ設置される為、青森県は青森市にある。

④地方精神保健福祉審議会及び精神医療審査会

精神保健及び精神障害者の福祉に関する事項を調査審議させるため、都道府県は条例で精神保健福祉に関する審議会その他の合議制の機関（「地方精神保健福祉審議会」）を置く事が出来る。

措置入院患者等の定期病状報告や、入院患者またはその保護者からの退院等の請求に対応する応諾の可否等の審査等を行わせるため、都道府県に精神医療審査会を設置する事とされている。

⑤精神保健指定医

厚生労働大臣は、申請に基づき措置入院や医療保護入院の要否、行動の制限等の判定を行うのに必要な知識及び技能を有すると認められる者を精神保健指定医に指定する。

→当院では、院長・田名部Ｄｒ・川端Ｄｒ・安ヶ平Ｄｒ・猪股Ｄｒが該当。

非常勤のＤｒでは、佐々木Ｄｒ・窪田Ｄｒ・君島Ｄｒが該当する。

臨床経験３年以上、８例以上のケースレポート提出・審査等を経て精神保健指定医となる。

⑥精神科病院

都道府県は、精神科病院を設置しなければならない。

⑦保護者

精神障害者については、その後見人または保佐人、配偶者、親権を行う者及び扶養義務者が保護者となる。保護者が居ない・保護者がその義務を行う事が出来ない時は、その精神障害者の居住地の市町村長が保護者となる。保護者は、精神障害者に治療を受けさせ、及び精神障害者の財産上の利益を保護しなければならない。

⑧医療及び保護

精神障害者の入院形態として次のものが規定される。

・自らの意思による入院→「任意入院」

・警察官等からの通報、届出等により都道府県知事が精神保健指定に診療をさせ自傷他害の恐れがあると認めた場合の入院→「措置入院」

・急速を要し、措置入院に係る手続きを採る事が出来ない場合の入院→「緊急措置入院」

・精神保健指定医による診察の結果、精神障害者であり且つ医療及び保護の為の入院が必要な場合で本人の同意が無くても保護者の同意に基づく入院→「医療保護入院」

・急速を要し、保護者の同意を得る事が出来ない場合において精神保健指定医の診察の結果、直ちに入院させなければ、その者の医療及び保護を図る上で著しく支障がある者と認められ、本人及び保護者の同意がない場合でも７２時間以内に限り出来る入院→「応急入院」

⑨精神科病院における処遇等

・精神科病院の管理者は、入院中の者につきその医療又は保護に欠くことの出来ない制限において、その行動について必要な制限を行う事が出来る。精神科病院の管理者は、精神科病院に入院中の者の処遇について、厚生労働大臣が定める基準を遵守しなければならない。

・精神科病院に入院中の者またはその保護者は、都道府県知事に対して当該入院中の者を退院させる事や、精神科病院の管理者に退院や処遇改善を命じる事を請求出来る。このような請求があった場合、都道府県知事は精神科医療審査会に審査を求めなければならない。厚生労働大臣又は都道府県知事は、精神科病院に入院中の者の処遇が著しく適当でないと認める時は、当該精神科病院の管理者に改善計画の提出や処遇改善の為に必要な措置を取る事を命じる事が出来る。

⑩精神障害者保健福祉手帳

精神障害者（知的障害者を除く）は、その居住地（居住地を有しない時は現在地）の都道府県知事に精神障害者保健福祉手帳の交付を申請出来る。都道府県知事は、申請者が政令で定める精神障害の状態であると認めた時は申請者に精神障害者保健福祉手帳を交付しなければならない。

⑪精神保健福祉相談員

都道府県・市町村は、精神保健福祉センター・保健所等に精神保健及び精神障害者の福祉に関する相談に応じたり、精神障害者及びその家族等を訪問して指導を行う為の職員（精神保健福祉相談員）を置く事が出来る。精神保健福祉相談員は、精神保健福祉士その他法令で定める資格を有する者の内から都道府県知事又は市町村長が任命する。

→当院では、山田ＰＳＷ・竹内ＰＳＷ・三浦ＰＳＷ・佐々木ＰＳＷ・宗像ＰＳＷが該当。

乙崎ＳＷは精神社会福祉士のため、ＰＳＷには該当しない。

ＰＳＷ：精神福祉士、ＳＷは総称である。

⑫精神障害者社会復帰促進センター

厚生労働大臣は、精神障害者の社会復帰の促進を図るための訓練及び指導等に関する研究開発を行うこと等により、精神障害者の社会復帰を促進する事を目的とする一般社団法人又は一般財団法人であって、業務を適正且つ確実に行う事が出来ると認められるものを、その申請により、全国を通じて一個に限り精神障害者社会復帰促進センターとして指定出来る。

【障害年金について】

１：対象となる主な傷病名

老年期認知症、初老期認知症、老年性精神病、脳動脈硬化症に伴う精神病、アルコール精神病、頭蓋内感染に伴う精神病、統合失調症（精神分裂病）、躁鬱病、てんかん性精神病　など

２：障害年金制度における障害の区分

精神の障害は、統合失調症（精神分裂病）障害及び妄想性障害、気分（感情）障害、症状性を含む器質性精神障害、てんかんによる障害、知的障害（精神遅滞）に区分され認定される

３：支給要件

・保険料納付済期間（保険料免除期間も含む）が加入機関の３分の２以上である者の障害

・２０歳未満の時に初めて石の診療を受けた者が、障害の状態にあって２０歳に達した時、または２０歳に達した後に障害の状態となったとき

４：障害認知基準の概要※統合失調症、知的障害（精神遅滞）

＜１級＞

・統合失調症（精神分裂病）

高度の残遺状態または高度の病状がある為、高度の人格変化・思考障害・その他妄想や幻覚などの異常体験が著名なため、常時介護が必要なもの

・知的障害（精神遅滞）

知的障害があり、日常生活への適応が困難で常時介護を要するもの

＜２級＞

・統合失調症（精神分裂病）

残遺状態または病状がある為、人格変化・思考障害・その他妄想や幻覚などの異常体験があるため、日常生活が著しい制限を受けるもの

・知的障害（精神遅滞）

知的障害があり、日常生活における身辺の処理にも他人の援助が必要なもの

＜３級＞

・統合失調症（精神分裂病）

残遺状態または病状がある為、人格変化の程度は著しくはないが思考障害・その他妄想や幻覚などの異常体験があるため、労働が制限を受けるもの

・知的障害（精神遅滞）

知的障害があり、労働が著しい制限を受けるもの

※障害認定の基準や注意点※

・年齢（知的障害であれば１８歳頃までに発症している等）や病状（長期的な期間全体を通した障害の程度）、日常生活にどの程度の影響があるかを基準とする

・アルコールや薬物などの精神作用物質による精神障害は、器質性精神障害に準じて取り扱われるが、精神病性障害を示さない急性中毒や明らかな身体依存の見られない症状などは対象外となる。

・てんかんは、抗てんかん剤服用により抑制出来る場合は対象外となる。

＜障害年金の種類＞

・障害年金には３タイプあり、①障害基礎年金、②障害厚生年金、③障害共済年金がある。中でも厚生年金に加入している状態で精神科を受診すると障害厚生年金の受給対象となる。

＜障害年金の受給について＞

・障害基礎年金１級：約８３，０００円／月

２級：約６５，０００円／月

※２ヶ月に１度、２ヶ月分をまとめて受給する

・障害厚生年金１～３級：年金保険料によって受給額が変わる

＜精神障害者保険福祉手帳＞

【１～３級共通で利用可能な社会資源】

・バスなどの公共交通機関→半額で利用可能。八戸市では、年額１，０００円のバス券発行（南部バス・市営バスに限る）または、生活保護受給者は０円で利用可能。市役所への届出が必要となる。

・携帯電話の料金、ＮＨＫの受信料は０円。（ＮＨＫに関しては、手帳の持ち主が世帯主または契約者となっている場合のみ）

・美術館、映画館、博物館→料金は各々異なるが割引となる。本人、同伴者共に割引対象。

・税金控除→等級別で金額は異なるが、本人を扶養している者が手帳のコピーを提出する事で控除対象となる。車税に関しては、１級の受給者のみ。

・福祉的就労→ハローワークにて手帳を持っている事を提示する事で、障害者枠として就労する事が可能となる。

【１、２級のみ対象】

・生活保護受給者で手帳も持っている場合、障害者加算として月額で受給出来る。

・６５歳以上の場合は、通常７０歳から受給可能であるが後期高齢者制度対象として、精神科以外の医療機関でも１割負担となる。

【１級のみ対象】

・重度心身障害者医療費制度として、その人が６５歳までに手帳の申請をしている場合は、その人の世帯が課税対象であれば１割負担、非課税対象であれば０割負担で精神科以外の医療機関も利用出来る。





















